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１　はじめに

　宇都宮市（以下「本市」という）の人口は，平
成30年11月にピークを迎え，すでに減少時代へと
突入している。今後，さらに減少していくことに
より，本市の財政状況はますます厳しくなること
が想定され，地方自治法第２条における「最小の
経費で最大の効果をあげる」ことが，これまで以
上に求められることは言うまでもない。
　こうした中，近年，地方行政分野においても，
EBPMの推進が求められている。EBPMとは，
Evidence-Based Policy Makingの略称であり，
「証拠（データなどのエビデンス）に基づく政策
立案」と訳される。限られた経営資源を有効に活
用し，政策効果をより高めるため，これまでの根
拠が曖昧な勘や経験といったエピソードや，他自
治体の先行事例を模倣した施策などに頼ることな
く，統計データを分析した上で，各自治体に合っ
た政策を合理的に立案することを目的とする手法
である。
　今般，EBPMの推進につながる取組として，令
和元年度に実施している「地域別データ分析事
業」について，その内容を紹介する。

２　地域別データ分析事業について

(1) 事業の目的
　ライフスタイルの多様化や少子高齢化などの社
会環境の変化により，高齢者保健対策や生活習慣
病対策，介護予防，生活困窮世帯への支援など，
保健福祉の課題はますます複雑化・複合化してき
ており，個人が自ら行う「セルフケア」と並行し

て，行政などによる地域課題やニーズをふまえた
公的なサービス，さらには地域の支え合い活動の
「地域ケア」も併せて充実させていく必要がある。
　厚生労働省の資料1によれば，ボランティアグ
ループ等の地域組織への参加割合が高い地域ほ
ど，認知症リスクを有する後期高齢者の割合が少
ないといった社会参加と介護予防効果の関係性に
関する研究結果も出ている。こうしたことが，本
市においても当てはまれば，単なる介護予防の啓
発にとどまらず，まちづくり活動への参加促進に
もつながるものと考えられる。
　庁内では，人口動態統計や国保データベース
（以下「ＫＤＢ」という）のほか，健康づくりや
高齢福祉などの各分野において，あらゆる統計
データも保有している。また，公共交通の整備状
況や施設の配置状況，さらには，地域まちづくり
等の質的なデータなど，その地域を把握する上で
必要となるさまざまなデータも有している。これ
らのデータを広く分野横断的に集積し，地域を詳
細に把握・分析し，これらを科学的な根拠として
地域の実情に応じた施策・事業の立案を精緻なも
のとしていくことを目的に「地域別データ分析事
業」を実施することとした。

(2) 検討組織について
　事業の実施にあたっては，保健福祉部のほか，
都市整備や交通，まちづくりなど，表１の関係課
室による分野横断的な課長級会議の下に，地域課
題の洗い出しや健康度（後述）の算出方法を検討
する「地域診断・健康度分科会」，分析に結び付
く各分野のデータの収集や，分析方法を検討する
「地域資源データ分科会」，ＫＤＢについて，課
題に結び付くデータの抽出や活用方法を検討する
「ＫＤＢ分科会」，庁内で保有していないデータ

〈１〉EBPMの推進に向けて
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1   厚生労働省「第113回社会保障審議会介護保険部会」，
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000208525_00001.html
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を収集するために実施する市民アンケートの調査
項目を検討する「アンケート分科会」の４つの分
科会（係長級）を設置した。

(3) 分析手法
　今回の分析は，市内の地区連合自治会の圏域で
ある39地区単位で分析を行うこととし，収集する
データから，地区ごとの健康状態を「健康度」
（後述）として数値化し，それに影響するであろ
う背景等について検索することとした。
1) 収集データ
①庁内保有データ
 　「地域資源データ分科会」における検討をふま
え，地域における健康課題の抽出に資するデータ
を庁内の各分野から広く収集した（表２）。

 

②ＫＤＢデータ
　ＫＤＢ分科会における検討をふまえ，国民健康
保険団体連合会及び栃木県後期高齢者医療広域連
合から，表３のとおり健診や医療等のデータを収
集した。なお，このデータについては，「健康
度」（後述）の算出にも用いている。

③市民アンケート
　「アンケート分科会」における検討をふまえ，
①庁内保有データや，②ＫＤＢデータでは収集で
きないデータを補完するため，表４の項目につい
て市民アンケート調査を実施した。

　アンケート調査は，健康うつのみや21計画のラ
イフステージ（65歳以上の高齢期， 40歳から64
歳の壮年期，18歳から39歳の青年期）ごとに行う
こととし，設問数は，回収率を考慮し，高齢期93
問，壮年期57問，青年期37問とした。また，配布
数については，設問への回答比率が40％であった
場合，その回答比率の誤差の範囲が最高でも±
８％となるよう，各地区300票とし，各ライフス
テージで11,700票（300票×39地区）ずつ配布した。

表１ 庁内関係課 

筆者作成 

表２ 分野ごとの主な収集データ 

筆者作成 

表３ 収集したＫＤＢデータ 

筆者作成 

表４ 分野ごとのアンケート調査項目 
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なお，本アンケートは，「第９次宇都宮市高齢者
保健福祉計画・第８期宇都宮市介護保険事業計
画」の策定に係る基礎調査を兼ねており，国の
「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の手引き」
に基づき，住民基本台帳からの無作為抽出で郵送
方式により実施した。
2) 健康度について
　「地域診断・健康度分科会」における検討をふ
まえ，各地区の健康状態を数値化した「健康度」
を算出した（表５）。地区間の傾向を分析できる
よう，その地区に在住する市民のメタボリックシ
ンドロームや要介護等認定者の状況など，ＫＤＢ
等から得られるデータを基に数値化し，全市にお
ける各地区の相対的な立ち位置を示すものとして
本市が独自に算出したものである。この「健康
度」については，市民にとって分かりやすく，ま
た，アンケートの結果など，人の主観によって左
右されることのないデータを用いることとし，ま
た，年齢によって健康づくりを推進する上で重視
する要素が異なることから，次の３つの「健康
度」を算出した。
①生活習慣健康度（40～64歳）
　厚生労働省等が，平成30年５月に取りまとめた
「健康スコアリング活用ガイドライン」を参考に，
ＫＤＢデータのうち，特定健診の結果における
「肥満」，「血圧」，「肝機能」，「脂質」，
「血糖」の５項目について，保健指導判定基準に
該当するリスク保有者の割合から算出した。
②介護健康度（65歳以上）
　ＫＤＢデータのうち，要介護等の「認定率」，
「平均年齢」，「平均要介護度」，「平均自立期間」
の４項目のデータから算出した。
③子ども健康度（未就学児）
　乳幼児健診の結果における「肥満率」，「むし
歯保有率」のデータから算出した。

3) データ分析の実施内容
　事業全体の流れは，図１のとおりである。

　前項により算出した「健康度」，庁内保有デー
タ，ＫＤＢデータ，市民アンケート調査から得ら
れる市民の生活状況など，さまざまな量的データ
を集積し，39の地区連合自治会単位に整理した上
で，それらを組み合わせてクロス集計するなど，
相関関係も含めて解析を実施した。なお，各種
データの整理及び解析，並びに市民アンケート調
査の実施に関しては，外部委託（受託事業者：株
式会社ぎょうせい）により実施した。
　本稿の執筆時，本事業は，収集データの解析
（市民アンケート調査の整理，各種データのクロ
ス集計）中となっている。今後，各種データの解

表５ 算出した各健康度の地区順位（一部抜粋）

①平成29年度の特定健康診査の受診者の結果，②平成
31年２月時点の認定者で，介護保険第２号被保険者を
除外した人数，③平成30年度の乳幼児健診の受診者の

結果から作成

図１ 事業の流れ 

筆者作成 
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析結果に，地域まちづくり活動の状況などの質的
なデータを補完しながら，総合的に把握（アセス
メント）する，いわゆる「地域診断」を行い，地
域別データ分析ブックとして，冊子に取りまとめ
る予定である。

３　結果の活用

　データ解析中ではあるが，現時点での速報とし
て，その結果の一部を以下に記載する。

図２　介護健康度とソーシャルキャピタルの相関関係
市民アンケート，ＫＤＢから作成

　図２は，介護健康度とソーシャルキャピタルと
の相関関係である。相関係数はr=0.2959と弱い正
の相関がみられ，社会参加の割合が高い地区ほど，
介護健康度が高い傾向がある。

図３　生活習慣健康度と平均歩数の相関関係
健康ポイント事業データ，ＫＤＢから作成

　図３は，生活習慣健康度と平均歩数の相関関係
である。相関係数はr=0.3941と弱い正の相関がみ
られ，平均歩数が多い地区ほど，生活習慣健康度
が高い傾向がある。また，このほか，公共交通の
利用状況と生活習慣健康度にも正の相関（r＝

0.5953）がみられた。
　これら分析の結果は，庁内において現行の各種
事業計画の評価への活用のほか，分野横断的な
施策・事業の展開への活用が考えられる。たとえ
ば，図２は，地域との関わりが深いほど健康であ
ることを示唆しており，この結果から，健康づく
りを契機とする「まちづくり活動応援事業」への
参加促進などが考えられる。また，図３は，歩く
ことが健康につながることを示唆しており，この
結果から，公共交通ネットワークの構築による，
自家用車に頼らず歩いて暮らせるコンパクトなま
ちづくりの更なる推進など，本市がめざす都市空
間の姿「ネットワーク型コンパクトシティ」の形
成に向け，保健福祉だけでなく，まちづくりや都
市整備など，あらゆる分野での活用が考えられる。
　一方で，分析の結果，相関が出ないことも考え
られる。これは，全市的に平均的であるという結
果であり，地域差が無いことは，むしろ良いこと
であるという捉え方もできる。ただし，結果を読
み取る際には，相関関係だけではなく，データの
バラツキを見ることも重要であり，そのバラツキ
に対する対策の検討も必要である。
　また，これらの分析結果を市民や地域に説明す
る際には，地域課題（弱み）だけではなく，地域
の特長（強み）を伸ばすデータの見せ方の工夫が
必要である。データが独り歩きしないよう配慮す
るとともに，実現可能なレベルでの市民の行動変
容につながる説明の仕方が求められる。
　本稿以外の詳細な分析結果については，後日取
りまとめる「地域別データ分析ブック」を御参照
いただきたい。今後，当該ブックを活用しながら，
EBPMの推進に向けて取り組んでいきたい。
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